
決算報告書

令和4年度

自　令和４年４月 １ 日

至　令和５年３月３１日



（単位；百万円）

区分

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

　収入

運営費交付金 597 593 △4 1,130 1,164 34 234 241 7 107 108 1 87 51 △36 (注15) 858 860 2 3,016 3,020 4

自己収入 659 707 48 457 473 16 330 156 △174 35 22 △13 19 15 △4 9 3 △6 1,512 1,379 △133

事業収入 6 0 △6 (注1) 425 435 10 20 5 △15 (注7) 29 15 △14 (注12) 4 0 △4 (注16) 0 0 0 485 456 △29

外部資金研究費等 566 617 51 30 36 6 (注4) 309 150 △159 (注8) 6 6 0 15 15 0 0 0 0 928 826 △102

財産運用収入 87 86 △1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 87 86 △1

その他 0 3 3 (注2) 1 1 0 1 0 △1 (注9) 0 0 0 0 0 0 9 3 △6 (注18) 12 9 △3

積立取崩 0 1 1 (注3) 0 6 6 (注5) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100 68 △32 (注19) 100 76 △24

　計 1,257 1,303 46 1,587 1,644 57 565 397 △168 143 130 △13 106 66 △40 968 932 △36 4,629 4,476 △153

　支出

業務費 1,270 1,268 △2 1,595 1,455 △140 546 391 △155 143 129 △14 105 76 △29 0 0 0 3,660 3,321 △339

技術研究経費 325 316 △9 690 557 △133 (注6) 140 144 4 59 48 △11 (注13) 91 62 △29 (注17) 0 0 0 1,306 1,128 △178

人件費 365 341 △24 866 859 △7 115 136 21 (注10) 77 74 △3 0 0 0 0 0 0 1,425 1,411 △14

外部資金研究経費等 579 611 32 37 39 2 290 110 △180 (注11) 7 6 △1 (注14) 14 14 0 0 0 0 928 781 △147

一般管理費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 798 752 △46 798 752 △46

人件費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 504 490 △14 504 490 △14

維持運営費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 293 261 △32 (注20) 293 261 △32

施設整備費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 170 169 △1 170 169 △1

　計 1,270 1,268 △2 1,595 1,455 △140 546 391 △155 143 129 △14 105 76 △29 968 921 △47 4,629 4,243 △386

収入-支出 △13 35 48 △8 189 197 19 6 △13 0 1 1 1 △9 △10 0 11 11 0 233 233

　本表は、当法人の予算の区分に従い、決算額（予算執行実績）から当初予算額を差し引き差異の説明をしています。従って、財務諸表とは科目表示や算定条件が相違しています。

  百万円未満を切り捨てしているため、端数が合わないことがあります。

事業収入の減少によるもの

雑収入の増加によるもの

前中期目標期間繰越積立金の取り崩しによるもの

補助金収入の増加によるもの

前中期目標期間繰越積立金の取り崩しによるもの

技術研究経費の減少によるもの

事業収入の減少によるもの

受託研究収入の減少によるもの

雑収入の減少によるもの

人件費の増加によるもの

注8で示した理由に伴い、外部資金研究経費等が減少したことによるもの

受講料収入の減少によるもの

注12で示した理由に伴い、技術研究経費が減少したことによるもの

外部資金研究経費等の減少によるもの

運営費交付金の再配賦に伴う減少によるもの

事業収入の減少によるもの

注15で示した理由に伴い、技術研究経費が減少したことによるもの

雑収入の減少によるもの

前中期目標期間繰越積立金の取り崩しの減少によるもの

注18で示した理由に伴い、維持運営費が減少したことによるもの

令和４年度　決算報告書

研究開発 技術支援 事業化支援 人材育成 連携交流 法人共通 合計

(注11)

【注記】

(注1)

(注2)

(注3)

(注4)

(注5)

(注6)

(注7)

(注8)

(注9)

(注10)

(注19)

(注20)

(注12)

(注13)

(注15)

(注16)

(注17)

(注18)

(注14)


